
イギリス フランス アメリカ 韓国 日本

ロンドン パリ ニューヨーク ソウル 東京

【大都市圏】＜一層制＞
基礎自治体：大都市圏ディストリクト（36）

【地方圏】＜一層制と二層制が混在＞
＜一層制＞
基礎自治体：ユニタリー（46）
＜二層制＞
広域自治体：カウンティ（34）
基礎自治体：ディストリクト（238）

＜三層制＞
広域自治体：レジオン／州（26）
広域自治体：デパルトマン／県（100）
基礎自治体：コミューン（36,784）

連邦制。
50の州それぞれが独自の憲法を有し、州
によって地方自治のあり方は異なる。
ニューヨーク州は以下のとおり
＜二層制＞
広域自治体：カウンティ
　　　　　　　　（ニューヨーク市を除き57）
基礎自治体：シティ（62）、タウン（932）、
                   ヴィレッジ（553）等

【広域市】＜二層制＞
広域自治体：広域市（6）
基礎自治体：自治区（44）、郡（5）

【道】＜二層制＞
広域自治体：道（8）
基礎自治体：市（48）、郡（77）

＜二層制＞
広域自治体：都道府県（47）
基礎自治体：市区町村（1,793）

※市区町村数は平成20年3月時点

【ロンドン】＜二層制＞
広域自治体：GLA
基礎自治体：ロンドン区（32）
　　　　　　　   シティ・オブ・ロンドン（１）

【パリ】＜二層制＞
広域自治体：イル・ド・フランス州
広域自治体＋基礎自治体：パリ

【ニューヨーク】＜一層制＞
広域自治体＋基礎自治体：ニューヨーク市

【ソウル】＜二層制＞
広域自治体：ソウル特別市
基礎自治体：自治区（25）

【東京】＜二層制＞
広域自治体：東京都
基礎自治体：区（23）市（26）町（5）村（8）

広域自治体（GLA)
基礎自治体と広域自治体の位置づけを併
せ持つ

基礎自治体と広域自治体の位置づけを併
せ持つ

広域自治体（ソウル特別市） 広域自治体（東京都）

1,579 105 789 605 622　※区部合計

751万人（2006年） 215万人（2005年1月） 825万人（2006年7月1日） 1,036万人（2006年12月31日） 872万人（2008年6月1日）※区部合計

4,757 20,510 10,448 16,573 14,024　※区部合計

公選、25人、4年 公選、163人、6年 公選、51人、4年 公選、105人、4年 公選、89人（区部選出議員）、4年

公選、4年 議会による互選、6年 公選、4年 公選、4年 公選、4年

消防 ○ ×（軍の消防隊が管轄） ○ ○ ○

上下水道 ×（民営化） ○ ○ ○ ○

清掃 ×(区及び事務組合） ○ ○ ○
×（収集・運搬：特別区、中間処理：一部事務組合、最終

処分：東京都へ委託）
交通 ○ ○ ○ ×（ソウルメトロ公社） ○

都市計画 ○ ○ ○ △ △

事務配分
一般的なカウンティの事務のうち、総合的
計画の策定等一部の事務を実施

基礎自治体の事務と広域自治体の事務を
実施（警察権限は国に留保）

基礎自治体の事務と広域自治体の事務を
実施、学校区の事務も実施

基礎自治体の事務のうち一部の事務を行
う（広域市にも適用）。

基礎自治体の事務のうち一部の事務を行
う

税財政制度
GLAはロンドン区に対する課税徴収命令
権を有する。

なし なし
ソウル特別市の税目のうち一定税目を課
税し、50％を自治区に配分（広域市にも適
用）。

基礎自治体の税目のうち一定税目を課税
し、５５％を特別区に配分

その他 なし 行政区の設置（パリ、マルセイユ、リヨン） 行政区の設置
自治区職員の採用はソウル特別市が行う
（広域市にも適用）。

なし

ﾛﾝﾄﾞﾝ･ﾊﾞﾗ（32）、ｼﾃｨ･ｵﾌﾞ･ﾛﾝﾄﾞﾝ（1） 区（20） 区（5） 自治区（25） 特別区（23）

基礎自治体 行政区 行政区 基礎自治体 基礎自治体

56.32／3.15 8.48／0.99 284.12／59.05 47.14／9.96 59.46／10.08

339,800／7,900 191,800／17,750 2,523,047／478,876 621,676／136,348 861,120／44,565

公選、2,072人、4年 公選、517人、6年 なし 公選、419人、4年 公選、889人、4年

公選もしくは議会による互選、4年
※シティ・オブ・ロンドンは1年

議会による互選、6年 公選、4年 公選、4年 公選、4年

・福祉、住宅、教育など地域行政サービス
全般を担う

・区の土地利用などに関する意見の陳述
・託児所、児童公園の管理
・戸籍、選挙等（国の機関として実施）

・区内の市サービス提供の監視
・行政サービスに対する苦情の受理
・市の土地利用計画の策定

・戸籍、福祉、産業振興、教育、文化など
住民の日常生活に密着したサービスを提
供

・基礎自治体として住民に身近な行政
サービスを提供

○ × × ○ ○

○ × × ○ ○

パリッシュ（GLAはなし） 地区評議会 コミュニティ委員会 住民自治センター 地域自治区（都内はなし）

5～20人程度 10～20人など 50人以内 15～25人 15～20人が７割

･行政サービスの提供
（歩道整備、街灯維持管理、公衆浴場等）
・開発許可に係る市からの協議を受ける

･コミューンからの諮問を受け、地区に係る
事業計画の計画・実行・評価に関して意見
を陳述

・公聴会による住民ニースの吸い上げ
・市の行政サービスに関する評価
・地域開発の地元計画案の策定

・文化余暇機能（地域文化行事等）
・市民教育機能（教養講座等）
・地域社会振興機能（青少年指導等）

・市町村長に対する意見具申（公の施設
の設置、地域福祉、地域の環境保全など）
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